
介護予防のメニュー 
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  寸の メニュ一には、 デイサービスやホームヘルフサービスなどの 従来から 

の サービスについても、 内容の見直しを 行い盛り込むとともに、 筋力向上トレーニン 

グ などの新しいサービスも 新たに盛り込む 予定。 
  

の 既存ワービスの 評価・検証 
弓 生活機能の維持・ 向上の観点から 内容・提供方法・ 提供期間等を 見直し 

訪問介護什 - ムヘルプ。 ) 
通所介護 ( ヂ イサービス ) 
通 月月リハ ヒ 。 リテーション 

福祉用具貸与 @fl@JIfflSiS@   
訪問看護 
、 ンコートステイ 

グルーフホーム 等 
Ⅹ単に生活機能を 低下させるような 家事代行型の 訪問介護については、 原則行わないものとし、 
例外的に行 う 場合でも、 必要性について 厳格に見直した 上で、 期間や提供方法等を 限定する。 

②新たなワービスの 導入 
弓 効果が明らかなワービスについて 市町村モデル 事業等を踏まえ 導入 

筋力向上 
栄養改善 
口腔機能向上 
  

Ⅹ認知 症 ( 痴呆 ) 予防、 うつ予防、 閉じこもり予防を 地域支援事業において 実施 
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施設における 食費、 居住費用は在宅と 同様、 保険外 ( 利用者負担 ) とする 
く 居住費用 )  旧 車 : 減価償却 費十 光熱水貴相当 

多床室 : 光熱水質相生 
食 費 )  食材料費 十 調理コスト相当 

  低所得者対策 
・市町村民税非課税の 世帯には、 負担の軽減措置 ( 介護保険制度で 補足給付 ) 
・基礎年金以下の 層には特に配慮 

""" 。 コ 金 ，、 

水準 6. 7 万円 / 月 
Ⅰ低所得者への 配慮が必要 介 

在宅の場合 寺 養の場 ム 厚生年金水準 16.8 万円 ノ月 三 % 
目下 屯 

計 約 2 9. 「万円 計 約 3 6. 5 万円 保 

日 

、 「 0. 4 

( 注 ) 単身の要 
介護 5 の高齢 
者について比 
較したもの 

｜
 

食 費 約 3. 「万円 
居住費用 約 5. 2 万円 
( 光熱水費を含む ) 

一部 角担 2. 「万円 l 
        
    Ⅰ： ソ 
  険 

と 

年 

金 

の 
調 。 - ， 

東女   

  在宅と施設の ハ フン ス   
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ドイツ イギリス フランス 

食費・居住貴方 砺 支人所にっ六 % 彙 における 
且糸創 都風要項いで 女 一日 臥 食費・居士 費毛 
を 超える部分上克好手， 資 圭は自己負担が 
@% 自己 負圭助 。 を有する者は 唄 妨 、 山 
劇 ㏄。 全額自己 民虫 

低所得者につ 4% 形 早者につ 
低所得者について r 女 サービいて [ 封土余技 

利用者負担 し呵女 脾 の仕ス を 要する 費且肋ち 菊合 

会規力松費用の 全部 X は 
。 漸 "'" 。 ㎡。 。 。 " 。 。 

右 利賀 曳 

在宅について 

r 封地方 自 ; 割本 

  [ こ上り異九丁 る 。 

スウェ ヨ デシ アメリカ 
鵬史 におけるメディケアで 

食費・ 居韮 動詞 は 一定期間し 
は 自己負担がか 給付されず 

願 、 l Ⅱ 氏弗 早者朝田路ヨ 色後は 
ほ ぼ 家身鋤錦貼己 島民 
等を 菊合 

自己負担でき 

ないと認めら 

れる場合は メ 

ディケイドで 

対瓜 

( 米 ) 徴収額は施設により 区々であ るが 900 ～ ],400 ュ 一口 (1 ュ 一日 三 130 円で W2 万～ 18 万円程度 ) 
  



    
モ ノア 

  

居住費用， 食費の見直しに 伴 う 利用者負担の 変化 
特別養護老人ホームの 入所者における 利用者負担の 変化 

( 単立万円 / 月 ) 

改正後の 
保険料段階 

第 1 段階 
例 ) 生活保護 
受給者等 

第 2 段階 
例 ) 年金 80 万 
円以下の者 

第 3 段階 
例 ) 年金 80 万 
円超 266 万円 
以下の者 

利用者 

負ま旦 吉士 

2.5 
て 4.5-5. ㍉ 

4.0 
(7%8.0) 

4.0 
(7.0-8.0) 

( 現行   二さ （ 

利用者 
負担 計 

2  ・ - コ 

(5.0) 

3.7 
は朋 

"5 3. 

く 9.5) 
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第 4 段階 - 

例 ) 年金 266 5.6 3.O   
2.6 

万円超の (9.7-%.7)  (3.@)  (4 几 5.0) 

者 

注 「 ) 表 中の () 内は、 ユニット型の 個室の場合 
注 2) 要介護 5 . 手池 の ケース 
注 3) 改正後の「 割 負担については 現行の介護報酬を 基に機械的に 試算したものであ る。 
注 4)  「 例 」には、 収入が年金のみで 他に課税されるべき 収入がないケースを 記載。 



新たなサービス 体系の確立 
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( 地域密着型サービスの 創設 ) 

  廷ココ 
生活圏域利用 斗 一           レ Q 堅堅 型 ユ - Ⅰ 

八 
    

"" 一 " " 一           一 """""       Ⅰ ""   
訪問系サービス 
訪問介護、 訪問看護、 訪問入浴、   

  
遜挿 ㌫調理㍉ニ至 

  
  

へ ⅠⅠ訪問リハビリテーション、 居宅療養管理 指 - 導ソ   
模 """"" 一 """   一一   

  

通所系サービス   
通所介護、 通所リハビリテーション       

多機能 

            一 " """"       
型 

，ノ /         一 """"-""     """-""" 一 @ " 一   c 一一 - 一一短期滞在系サービス   , ソ 
    

宅   
介 認知 症 高齢者グループホー     
桂二 小規模・介護専用型の 特定施設 居住系サービス 

小規模特別養護老人ホーム 
"""""""""""   " 一 " 一一     

        
"" 一一     Ⅰ メ ヌ高 京 一一 サービス 

介護療養型医療施設 

  

  
V 

色刷養護老人 ホ一 " 、 "" 保 """ 
  

    Ⅰ     -" 一 @"         
Y 一 """     

「地域密着型のサービスコ 一般的なサービス 

( 事業者指定 市町村長 都道府県知事 

，指導監督等 ) 



地域密着型サービスの 創設 

r-f-i   
    
+ 」 
  

        

      2: 地域単位で適正な 
              l: A 市の住民のみ 

サービス基盤整備               が 利用可能 

  指定権 限を市町村に 市町村 ( それをさらに 細かく分け             

移譲 た 圏域 ) 単位で必要整備 量 を定             

めることで、   その市町村の 住民の 

みが サービス利用可能 ・サービス基盤の 整備が遅   れているところでは、 計画 
的な整備が可能に。 

・過剰な整備は 抑制される "                     
3: 地域の実情に 応じた指定                 
基準、 介護報酬の設定 ( 刈               

0 Ⅹ ) 国が定める報酬の 水準が上限               
地域密着型サービスに 含まれるもの   
①小規模 ( 定員 30 人未満 ) 介護老人福祉施設           
②小規模 ( 定員 30 人未満 ) で介護専用型の 特定施設 

                4: 公平・公正透明な 仕組み 
③認知 症 ( 痴呆性 ) 高齢者グルーフホーム 
④認知 症 ( 痴呆性 ) 高齢者対応型デイサービス 指定 ( 拒否 ) 、 指定基準、 報酬設定には、 地域               

⑤小規模多機能型居宅介護 
住民、 高齢者、 経営者、 保健・医療・ 福祉関係             

音写が関与 
⑥夜間対応型訪問介護         
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地域再生のための 新たな介護・ 福祉基盤の整備 

都市部等における 急速な 住み慣れた地域で 暮らし続けられる 
高齢 イヒ ・Ⅰ 且 ユ局Ⅰ ヒ 地域ケア体制の 確立 

介護予防への 取組 
介護・福祉基盤整備の 
地域格差 

  

住み慣れた地域で 生活継続が可能な「介護，福祉基盤」の 整備が必要 

  

    

地域再生のための 補助金改革   
・地方公共団体が 地域の実情を 踏まえて策定 

1 ,- の き 庁 する面的整備計画を 支援 iW@@(Dt@(Dm@w-mm 
②生活圏域ごとに 地域密着型サービスを 確保 
・生活圏域を 単位として、 民間の力も活用しながら、 

0 個別施設単位で 補助 

0 特養等大規模施設の 
点の整備が主流 ・国は，直接市町村に 対して交付 

事業者の指定・ 監督権 限を都道府県か 

， 国からの交付金については、 市町村の裁量により ②サテライト 型特養について 要件緩和 

弾力的な執行が 可能 

市町村整備交付金 

広域型施設 ( 個室・ユニット 型特 



有料老人ホームの 見直し 
一入居吉の保護を 目的とした定義等の 見直し一 

    
くつ 

  

く 現行の定義等 ノ 
0 常時 l(L 人 以上の老人を 入所させ、 食事の提供 
その他日常生活上必要な 便宜を供与すること 
を目的とする 施設で老人福祉施設でな い もの 
0 都道府県への 事前届出が義務 
0 都道府県は調査権 を持ち、 入居者の処遇に 問 
題 があ るとき等は改善命令等の 措置 

く 現状と課題 ノ 
0 入居者保護の 必要性に人数による 相違はない 
0 外食・配食産業の 進展により、 食事の提供の 
外部化が相当程度可能 
0 あ えて定義にあ てはまらないよう、 食事を提供 
せず、 介護の提供は 行 う 事業者が存在 
0 一時金について、 使途に関する 情報や倒産等 
の場合の備 えが 不足 

  

見直し内容 

く 定義 ノ 

0 人数要件の廃止 
0 提供サービス 要件の見直し 
づ食事の提供のほか、 介護 
の提供等を行 う 施設も対象 

く 入居者保護の 充実 ノ 

0 帳 簿保存、 情報開示義務化 
0 倒産等の場合に 備えた 
一時金保全措置の 義務化 
0 都道府県の立入検査権 付与 
改善命令の際の 公表 
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ケアマネジメントの 見直しの全体 

基本的な考え 方 : 「ケアマネジメントの 徹底」 

づ ①包括的・継続的マネジメント ②ケアマネジメントの 公正・中立 を 確立 

アマネジメントをめぐる 課 。   
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      ・ワービス担当者会議の 開催が不登底 
  
  
  

      ・主治医との 連携が不十分 
  

等   
  

、 - - - - - @  @  - - @  - - @  - - - - - - - - - - - - - @  - - - - - - - @  - .           - こニサ -           
    
    

: . 多職種連携・ 継続的マネジメントが 不十分     
    

: . 特定のサービスへの 偏り、 多い単品フラン     
  

: . 不適正なケアフラン、 指定 取 消がワースト 2  :     
  r l 

      く 現場のケアマネジャーが 抱える悩み ノ       

      ・業務多忙、 力量に不安、 相談相手がいない       
    

: . 支援困難ケースを 抱えてしまう 
  
  

    

: . 生活全般の相談・ 苦情への対応 等 
  
    

 
 

アマネジメントの 見直しの方向   
    

: く 包括的・継続的マネジメントの 強化 一 : 
      地域包括支援センタ H 仮称 ) の創設 ノ       
      ・主治医との 連携の強 ィヒ   

  

      ，在宅と施設、 医療と介護の 連携の強化 
  
  
  

等 ;  -------------@  . 支援困難事例への @  --------------------------- 対応の 強ィヒ   
    

      く ケアマネジャ 一の資質・専門性の 向上 ノ       

      ・研修の義務化・ 体系化、 主任ケアマネジャー       
    ( 仮称 ) の創設   

  

"" ナ " 
      ・ケアマネ、 ジャ一の更新制、 二重拒止制の 導入       

;     .   不正ケアマネ、 ジャ一に対する 罰則強化         等     ;   
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要介護認定の 見直し 
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Ⅰ Ⅰ 、 

0  現行制度においては、 市町村は指定居宅介護支援事業者や 介護保険施設に、 認定調査 
を 委託することができることとなっており、 新規申請の約 5 割、 更新申請の約 6 割が委託となっ 
ている。 

0  委託による調査は、 認定調査員研修を 終了した介護支援専門員等が 行 う こととなっている。 
。 ム 0  認定結果 ( 平均要介護度 ) について、 認定調査の委託を 行った 場ロ とそうでない 場合を比 

較 すると、 施設の場合には ，委託を行った 方が平均要介護度が 高くなる傾向が 見られる。 
  

[ 認定調査の委託率 ] 

  新規申請       4 6% 
  更新申請       5 9% 

[ 調査種別毎の 要介護認定結果 ( 新規、 
m"" 僻 " 鯛 模糊 selw: 。 ，  
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被保険者・受給者の 範 

介隻 保険法 等 の一部を改正する 法律案 Ⅱ 九 附則第 2  条 ( 抜粋 )   
ほ ついて、 社会保障に関する 帝 
  

Ⅱ   @@flgiczoi  ¥T(p-wys:@.m  L@tf-tj 
て 検討を                                           ついて、 平成 2 「年度を目途として 所要の 

苦 するもの   する 
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「被保険者・ 受給者の範囲」の 問題については、 制度創設当初から、 大きな論点の 一つ 

( 現行の介護保険法附則第 2 条 コ 
第二条 介護保険制度についてほ、       ( 中略 ) ‥・被保険者及び 保険給付を受け ろ 
れる者の範囲、 ・‥ ( 中略 )        を含め、 この法律の施行後 5 年を目途としてその 
全般に関して 検討が加えられ、 その結果に基づき、 必要な見直し 等の措置が講ぜ 
られるべきものとする。 

亡 さ 
。 " 玉 0  社会保障審議会介護保険 口 

「 口 被保険者・受給者の 範囲田の拡大に 関する意見」 ( 平成 ]6 年 12 月 ) 

( 「被保険者，受給者の 範囲の拡大に 関する意見」の 主な内容 ) 
・要介護となった 理由や年齢の 如何に関わらず 介護を必要とする 全ての人にサービスの 絵 
付を行い、 併せて保険料を 負担する層を 拡大していくことにより、 制度の昔通化の 方向を目 
指すべきとの 意見が多数であ った。 一方、 極めて慎重に 対処すべきとの 意見もあ った。 
・平成 け 年度及び平成「 8 年度の 2 年間を目途に 結論を得ることとされている 社会保障 制 
度 の一体的見直しの 中で、 その可否を含め 国民的な合意形成や 具体的な制度改革案にっ 
いてできる限り 速やかに検討を 進め、 結論を得ることが 求められる。 

  




